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水準が P.であった Eすると，それぞれの企業は a，b， cずつ供給を行なうも
第 1 図
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O X[=X2 X3 X 
のたとえば，宮崎 (21]p. 68~70参F沿
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いま第2図において価格水準が P，から P2 に変化した時に総限界費用曲線も
MC，から MC，にシフトした(す伝わち要素価格と販売価格との間の相対価格








第 3図の中の曲線町='nzは (P"MC，)あるいは (P"MC，)に対応する利潤
量曲線であるが，この時企業ば極大利潤〈π汁=π，*)を求めて供給量を X1=
X2 に設定するのであるn また，同様に (P"MC，)に対応する利潤量曲線を措











































を要L，大きなリ λ クを伴うことになるが， そのことも生産設備の固定化を強
7) こうした特定化としてたとえば置塩 [22Jがある。
町菅野 [24Jp.317
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めていると考えられる。
取









は， レノノレス D3l，オイ [12]， ウィノレソン エクスタイ:/[2]， クー [9J等
によっても主張されてきたものであるが，以上より「供給能力|を規定する同
定的生産要素として，労働雇用と生産設備を想定することができる。






































IF= 1941.26+ 1.511681と立i+0.750671n'_， -0.00857396瓦
(4.7133) ¥ n . r I (8.6016) (0.7233) 










(7.8620) 、"，- (4.8842) 
R'=u.8935. DW=2.1753， SP; 66 79 
(5) 雇用者数
JN:四ニ161.726+473.671EKR + 276.092D7071 
(4.5733) (2.6375) 
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R'=O.9521， DWニ 0.9131，SP; 66ー 79
(19) 住宅投資デフレ タ
命=-0.482日目7+1.21277会十0263553J22+OM41812D79
(7.6286) (2.4573) (2.4504) 
R.'二 0.8259，DW=2.0540， SP; 66ー 79
(20) 一般政府総固定資本形成デフレーター
Pig = -0.251542 + 1.28361Pi 
(44.4903) 
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長2=0.9987，DW=0.7003， SP; 65ー 79
(24) 企業所得〔税，配当f減価償却を含む)
八
π= -2082.00+ 1.l0616( Y・P)-1.43540(W.N:凹)-872日79Pim_1
(10.6007) (8.2710) (0.4990) 




，R2 = 0.9821，乃時'=0.9619，SP; 66-79 
(26) 対家計回当
D IVinH =280.342 +0.00818779 (Y・P)
(2.6128) 
+0.30日1361JlVin H_， +285.948Dn 
(1.0417) (2.5405) 








ACEX;家計の保険料支払 (10億円， ARNA， 70~79年度のみ〉
ACIN;家計の保険料受取 (10億円， ARNA， 70，~79年度のみ〉
ネ Cll);個人および対家計民間非営利団体の消費支出 (10憶円 75年不変価格，
ARNA) 
CD;消費者負積利子 (10億円， ARNA) 
CC;一般政府最終消費支同 (10億円， 75年不変何格， ARNA) 
*DJl);総需要(10億円， 75年不変価格， ARNA) 
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D数字ゾ数字'の年度のダミー変数〔その年度=1，それ以外の年は口)
*δ，稼動率(止常時二主目0，Y/Q として作成〕
米 DEP;減価償却 (10億円， ARNA) 
ホDIVinH;対家計配当 (10億円， ARNA) 
E;財貨・サービスの輸出 (10億円， 75年不変価格， ARNA) 
F，F，;海外からの要素所得 (10億円ョ 75年不変価格， ARNA) 
EEWNW;海外からの雇用者所得(10億円， ARNA) 
ホEKR;有効求人倍率(倍， LS) 
*IF;企業設備投資 (10{君円， 75年不変価格， ARNA) 
ホIG;一般政府総固定資本形成 (10億円， 75年不変価格， ARNA) 
IGn;一般政府総固定資本形成 (10億円， ARNA) 
*IH;家計の住宅建設(10億円， 75年不変価格， ARNA) 
INT;家計の利子所得 (10億円， ARNA) 
ホJ;在庫補増 (10億円， 75年不変価格， ARNA) 
*K;企業資本ストッグ (10億円， 75年不変価格， ARNAから作成〉
ホM;財貨・サーピスの輸入 (10億円 75竿不変価格， ARNA) 




• Q;正常供給能力 (lC意向， 75年不変価格)
*P; GNPデフレーター (75年=1.00， ARNA) 
*Pc;消費支出デフレーター (75年=1.00， ARNA) 
ホPd;国内生産国内需要財のデフレーター (75竿=1.00，ARNAから作成〉
桝Ph;住宅段資デフレーター (75年=1.00， ARNA) 
11) C， Y， D， 71:， 71:，からは， i帰属家賃」部分=分配勘定の「個人企業持ち家J部分が差し引かれ
ている。
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* Pi; 設備投資デフレーター (75年~1.00. ARNA) 
* Pig; ー般政府総固定資本形成デフレーター (75年~1.00. AKNA) 








* WPIP; 生産財卸売物価指数 (75年~1.00. 物価指数年報〕
水 ylll;国民総生産(総供給)(10億円 75年不変価格.ARNA) 













12) 投資関数におけるこの種の簡略化は， トー ビン プレイナー ド [16Jにおいても容認されてい
る。












I，-sI'-Jニ (1-;')CI'* -sI，-，) 




工=(1 か +(1 』〕rt7+ぴIt-1ー (1-d)(1ー 凶
となる。そして，これが現実に推定された関数形となノている。
いま，減価償却率を 1/10川とおくと，パヲメータ - A， r.α，sはそれぞれ，















































dD ^ ^ ^^^"^^~ ^ ^ ^^^^' dD 
これを変形すると，総需要の増分が
dD~ -O.1396501Q+8.6必4371TA会τPi，K十日ん」、日





C， IH， IF， IG， CG)のデフレ ターを導く方程式であり，われわれのモデル
ではこれが KEY方程式となって他の諸デフレーターが決められている。ここ
で， GNPデフレーターを求める方程式 ((22)式〉を KEY方程式としなかった





マク P計量モデルにおける供給曲線の内生化 (161) 63 
ーの説明変数 (0.6W合P+0.2W十p.2命) は， コストの価格上昇率を表わして





















17) 0.6， 0.2， 0.2とし、う各係数は， それらコストの総産出額に占める比率であり， 75年産業連関表
を参考k棋算Lた。なお，Pi OJ係数は，和利潤の総F出額に占める比率で代用した。
18) たとえば，京大モテ勺レ，クライン 新閉そデル，建元 内田 渡部モテ'ノレ，計量委員会1次
2 次壬デl~' ， 日娘二ξデル等である。







した「労働装備率 (K/N)J，i設備効率 (0/め J，i価格 (P)J，i付加価値率





用しなかった。これは， カノレドア宇，バーティア (1)，ハイ yズ (5)等の立場
と軌をーにしている。特に， 日本におし、ては(下層の中小企業を除けば〕終身
雇用 jf，~の定着という条件もあり，実際の計測結果においても，われわれのそデ















マク P計畳二モデルにおける供給同組の門生化 (163) 65 





































0.073 D 0.026 
0.070 J 0.336 
0.039 p， 0.013 
0.250 Pi 0.031 
O口23 Ph 0.049 
0.016 Pig 0.048 
0.017 F 0.016 
0.020 W O日41
0.028 π 0.088 
0.024 πz 0.070 
0.096 DIVinH 0.052 
0.060 YD 0.039 
(1982年8月27日脱稿j
66 (164) 第 131巻第3号
【参考文献]
(1) R. J. Bhalia，“Unemploy皿 entand the Rate of Change of Money Earnings 
in the United States， 1900-1958"， Economica， No. 28， 1961 
( 2 J O. Eckstein and T. Wilson，“Short Run Productivity Behavior in U. S 
ManufacturingヘTheRevie'w 01 Economio and Statistics， vol. 36， 1964 




'c 4 J J. R. Hicks， The Theory 01 Wages， 1932，内田忠詣訳「賃金の理論J，昭和27年。
[ 5) A. G. Hines，“Trade Union and Wage Inflation in the United Kingdom， 
1893--1961 "， Review 01 Eco勾omicStudios， No. 31， 1964 
[ 6) N. Kaldor，“Economic Growth and the Problem of Inflation-Part I "， Eco凹
nomica No. 26， 1959 
(7) 1. M. Keynes， The General Theory 01 EmPloyment， Interest and Money， 
1q~h，塩野谷九十九訳「雇傭，利子および質幣の一般理論」昭和16年。
(8) L. R. Klein and Y. Shinkai， "An Econometric Model of Japan， 1930-1959 "，
Inteγnational Economic Review， vol. 4， 1963 
仁9) E.'王uh，“ Cyclicllland Secular Labor Productivity in United States恥1anu-
facturirig "， The Review of Economics and Statistics， voI. 37， 1965. 
(10) B. T. McCallum and J.K. Whitaker，“The Effecti veness of Fiscal Feedback 
Rules and Automatic Stabilizers under Rational Expectations "， Journal o} 
λ40netary Er;onomic.~， S. 1979 
(11) R. A 乱1usgrave，The Theory 01 Public Finance--A Study in Public Eco 
nomy-，1959木下和夫監訳「財政理論 公共経済の研究」昭和37年。
(12) W. Y. 0;，“Labor as a Quasi一日記dFactor"， JOUT叩 lof Pol山 calE.乙un01πY，
1962. 
(l3J L. G. Reynolds， The Structure 0/ Labor Markets: Wage and Labor Mobility 
in Theory and Practice， 1951. 
(14) T. J. Sargent，“A Classical Macroeconometric Model for the United States九
Journα1 0 f Political Econωny， vol. 84， 1976 
(15) C. A. Sims，“Macroeconomics and Reality"， Econom叫円ca，vol. 48， N o. 1， 
1980. 
(16) J. Tobin and W. R. Brainard， Asset Markets and the Cost of Capital， Eco 
マクロ計量モデルにおける供給曲線の内生10 (165) 67 
nomic Progress， P門 vateValues aρ'd Public Polic少， ed. B. Ba Ilasa and K Nel. 
son， 1977. 







(21) 宮崎義一， 伊東光晴 「コンメンタールケインズ/ 般理論(第3版)J昭和53
年。
(22) 置塩信雄「蓄積論(第三版)J昭和51年。
(2~) 置塩信雄「現代資本主義分析の課題」昭和田年。
(24) 菅野英機「新ケインズ派の経済学」昭和55年。
(25) 内田光穂，賃金調整関数展望，飯田経夫編「賃金と物価一一所得政策を中心に」
昭和43午。
(26) 宇沢弘文「近代経済学の再検討」昭和52年。
